
東長崎土地区画整理事務所、中央総合事務所地域整備１・２課

二次評価（施策評価会議による評価）

●
【E4-1】
ネットワーク型コンパクトシティ長崎の実現に向けた取組みにおいて、「長崎都心まちづくり構想」と「長崎まちづくりのグラン
ドデザイン」の関係性をわかりやすく記載すること。

●
【E4-2】
斜面市街地再生事業と車みち整備事業の関係性を踏まえた記載となるよう検討すること。

●
【E4-1】
②定住の促進の「今後の取組方針」について、前面道路の拡張や民間企業の提案制度にかかる基準の緩和など具体的な
取組みを記載すること。

令和６年度　基本施策評価シート 作成日 令和6年7月9日

基 本 施 策 E4 暮らしやすいコンパクトな市街地を形成します

基本施策主管課名 都市計画課 関 係 課 名

総括

●基本施策の成果指標である「各地区が住みやすいと思う市民の割合」は、73.3％（R５年度実績）で、2025年度に目指
す姿である75.5％を下回っているものの、基準値である72.9％からは0.4％上回っている状況である。
●都心部等における都市機能の集積は一定進んでいるものの、安全で暮らしやすい場所である居住誘導区域の人口
密度は緩やかに減少している。
以上を踏まえ、今後の主な取組みは次のとおりとする。

E4-1

●西九州新幹線開業や松が枝国際観光船埠頭２バース化など、新たなまちの基盤から生まれる効果を市全体に波及
させる「ネットワーク型コンパクトシティ長崎」の実現に向け、都心部と周辺部のネットワークの維持・強化等を軸とするま
ちづくりの具体的な方向性を示す「長崎まちづくりのグランドデザイン」を策定する。
●長崎都心まちづくり構想の整備方針に基づき、長崎駅周辺とまちなかの中間点に位置する国道３４号周辺エリアが
人を引き付け、都心部間の回遊性の向上を図るため、当該エリアにふさわしい土地利用を促進する都市計画制度の活
用に向けた検討を進める。
●土地の更なる有効活用と生活利便性の向上等による定住を促進するため、市街化区域内における低未利用地や空
き地等の有効活用を促す土地利用規制の緩和などを検討する。

E4-2

●斜面市街地再生事業については、引き続き用地交渉に取り組み、着手済み路線の早期完成に努めるとともに、車み
ち整備事業などのより即効性のある事業を活用し、住環境の改善と防災性の向上に取り組む方向で計画の見直しを進
める。
●東長崎地区における都市計画道路等の整備について、地元等に十分に説明を行いながら、計画的かつ精力的に推
進し早期完成に努める。

基本施策の総合評価

２０２５年度に
めざす姿

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

各地区の市街地が コンパクトにまとまり、安全で暮らしやすくなっている。
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基本施策に対する市民満足度調査結果

・立地適正化計画の改訂に向
けた基礎分析等を実施し、安
全で暮らしやすい場所への誘
導に向けた見直し作業を行っ
た。
・斜面市街地再生事業や車み
ち整備事業を推進することに
より住環境と防災性の向上を
図った。
・東長崎平間・東地区土地区
画整理事業を推進したことに
より事業区域内の宅地、道路
等の整備が完了した。
・東長崎地区における都市基
盤施設整備事業を推進したこ
とにより公園や都市計画道路
の整備工事が進捗した。

・立地適正化計画の改訂、市
街化調整区域における住宅団
地開発を許容する地区計画制
度運用基準の見直し
・長崎都心まちづくり構想の策
定によって、都心部の賑わい
と活力を維持するまちづくりの
指針を示した。
・斜面市街地再生事業や車み
ち整備事業を推進することに
より住環境と防災性の向上を
図った（R5末現在　1,009棟）。
・東長崎地区における都市基
盤施設整備事業により都市計
画道路の整備工事が進捗し
た。

年度別　主な取組内容

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

各地区が住みやすいと思う市民の
割合

72.9%
（Ｒ元年度）

75.5%
（Ｒ7年度）

77.7 72.8 73.3 0 0

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

目標値
実績値 基準値

からの
傾向R3 R4 R5 R6 R7

3.9% 11.3% 51.4% 14.7% 6.9% 11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R5年度

R6年度

R7年度

満足している どちらかといえば満足している 普通である どちらかといえば不満である 不満である わからない

75.5 

72.9 

77.7 

72.8 73.3 

70.0

72.0

74.0

76.0

78.0

80.0

基準年 R3 R4 R5 R6 R7

実績値
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個別施策主管課名 都市計画課

成果

① 都市計画の見直し

●安全で快適な場所への居住誘導を進めていくため、立地適正化計画に防災指針を位置づけるなどの改訂を行うととも
に、無秩序な市街化の拡大を防止しながら、社会基盤が整っている土地を有効に活用するため、市街化区域と市街化調
整区域の境界を見直した。

令和６年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 E4-1 安全で暮らしやすい場所に、居住及び都市機能を誘導・維持します

２０２５年度に
めざす姿

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

市民が 居住及び都市機能が集約された各地区の市街地で安全・快適に暮らしている。

問題点とその要因

① 都市計画の見直し

●長崎都心まちづくり構想を策定し、新たなまちの基盤が生み出されることにより生じる効果を都心部全体へ波及させるた
めの方向性を示したものの、その効果を都心部だけではなく、長崎市全体へ波及させることで、都心部と周辺部のネット
ワークの維持・向上や、各地域拠点、生活地区の拠点性の向上につなげていく必要があるが、その具体的な取組みの方
向性が示されていない。

② 定住の促進

●ネットワーク型コンパクトシティ長崎の実現に向け、中核となる都心部の賑わいと活力を持続・発展させるため、大規模開
発が進む長崎駅周辺等からまちなかへ賑わいを波及させるなど、主に都心部間の回遊性向上に向けた施策等を提案する
「長崎都心まちづくり構想」の策定を進めた。（R６年４月１５日策定・公表）

② 定住の促進

●住宅供給量の増加を図るため、市街化調整区域における地区計画運用基準をより実効性がある基準へと見直すととも
に、これまでは基準の対象外となり開発ができなかった市街化調整区域における５，０００㎡以下の住宅団地開発について
も、それを可能とするため、開発許可基準の見直しを行った。

●都心まちづくり構想を策定し、ネットワーク型コンパクトシティ長崎の中核となる都心部の賑わいと活力向上に向け、都心
部間の回遊性向上などの方向性を打ち出したものの、具体的な事業展開に至っていない。

新
規

●長崎都心まちづくり構想の整備方針に基づき、長崎駅周辺とまちなかの中間点に位置する国道３４号周辺エリアが人を
引き付け、都心部間の回遊性の向上を図るため、当該エリアにふさわしい土地利用を促進する都市計画制度の活用に向
けた検討を進める。

② 定住の促進

継
続

●土地の更なる有効活用と生活利便性の向上等による定住を促進するため、市街化区域内における低未利用地や空き
地等の有効活用を促す土地利用規制の緩和などを検討する。

●容積率の緩和等により住宅供給量は増加し、市街化調整区域における住宅団地開発の許可基準を見直したことで、今
後新たな住宅供給が見込まれるものの、現時点では、物価高騰のほか、住宅需要が平坦地に集中していることなどから、
住宅コストは依然として高騰している。

今後の取組方針

① 都市計画の見直し

新
規

●西九州新幹線開業や松が枝国際観光船埠頭２バース化など、新たなまちの基盤から生まれる効果を市全体に波及させ
る「ネットワーク型コンパクトシティ長崎」の実現に向け、都心部と周辺部のネットワークの維持・強化等を軸とするまちづくり
の具体的な方向性を示す「長崎まちづくりのグランドデザイン」を策定する。
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2

事業名
担当課

長崎都心まちづくり構想策定費 都市計画課

成果指標 長崎都心まちづくり構想検討委員会の開催数

目標値 ６回

実績値 ６回

達成率 100%

成果指標・
目標値の説明

　長崎都心まちづくり構想を策定し、公表することで、すべての
人とまちづくりの方針を共有し、市民参画、民間投資を喚起する
ことにつながることから、策定・公表に向けて開催した検討委員
会の開催数を成果指標とする。
６回の検討委員会を経て、策定公表とすることから、目標値を６
回とする。

事業目的
都心全体を俯瞰したまちづくりの指針を策定し、ネットワーク型コンパクトシティの中核となる都心部の賑
わいと活力を維持発展させる。

事業概要 長崎都心まちづくり構想の策定

取組実績

・長崎都心まちづくり構想の策定に係る調査・研究
・長崎都心まちづくり構想検討委員会開催

決算（見込）額 4,279,047 円

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

目標値
実績値 基準値

からの
傾向R3 R4 R5 R6 R7

施策を推進する主な事業

1

事業名
担当課

集約都市形成推進費 都市計画課

成果指標 居住誘導区域内の人口密度

目標値

居住誘導区域内の人口密度
66.9人/ha
（Ｒ元年度）

64.8人/ha
（Ｒ7年度）

65.4 64.7 63.4

事業目的
都市計画マスタープランで目指す「コンパクト＋ネットワーク」の都市づくりを進め、持続可能な
都市を実現する。

0.0 0.0

60.0人/ha（R17年度）

事業概要 都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の推進に向けて、必要な都市計画決定・変更を行う。

取組実績

・都市計画の変更（区域区分の見直し等、地区計画の変更手続き等）
・立地適正化計画の改訂（防災指針の策定含む）

決算（見込）額 17,758,510 円

実績値 63.4人/ha

達成率 ―

成果指標・
目標値の説明

人口密度が高いほど、一人当たりの行政コストの抑制及び公共
交通の路線や便数の維持につながることから、居住誘導区域内
の人口密度を成果指標とした。
都市計画マスタープランの改訂年度となる令和17年度におい
て、都市計画区域マスタープランにおける区域区分を必要とす
る人口密度60人/haを維持することを目標値とする。

64.8

66.9

65.4 64.7

63.4

60.0

65.0

70.0

基準年 R3 R4 R5 R6 R7

実績値

【長崎都心まちづくり構想のイメージ】

【将来都市構造図】
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基準値
からの
傾向R3 R4 R5 R6 R7

成　果　指　標

継
続

●東長崎地区における都市計画道路等の整備について、地元等に十分に説明を行いながら、計画的かつ精力的に推進し
早期完成に努める。

指　　標　　名
基準値
（時期）

目標値
実績値

斜面市街地の車道隣接棟数
966棟

（Ｒ元年度）
1,102棟

（Ｒ7年度）
981 992 1,009 0 0

令和６年度　個別施策評価シート

成果

個別施策主管課名

問題点とその要因

●斜面市街地の住環境と防災性の向上を図るため、斜面市街地再生事業による着手済み路線の早期完成に努めたこと
や「車みち整備事業」などの即効性・実現性の高い事業を推進したことにより、新たに車道に隣接する棟数が1,009棟とな
り、基準年である令和元年度と比較して43棟増加した。

●東長崎地区において、健全かつ良好な住環境の形成を図るため、都市基盤施設整備事業を精力的に行ったことにより、
東長崎縦貫線等の都市計画道路の整備工事も進捗した。

都市計画課

個 別 施 策 E4-2

２０２５年度に
めざす姿

対　　　　象

各地区の市街地が

住環境を改善し生活利便性の向上を図ります

意　　　　　　　　　　　　図

住環境の改善が図られ、住みやすくなっている。

① 住環境の改善・防災性の向上

② 都市基盤の整備

② 都市基盤の整備

① 住環境の改善・防災性の向上

② 都市基盤の整備

① 住環境の改善・防災性の向上

継
続

●斜面市街地再生事業については、引き続き用地交渉に取り組み、着手済み路線の早期完成に努めるとともに、車みち
整備事業などのより即効性のある事業を活用し、住環境の改善と防災性の向上に取り組む方向で計画の見直しを進め
る。

●東長崎地区の都市計画道路のうち、特に東長崎縦貫線が完成していないことにより、国道３４号の渋滞解消が図られて
いない。

今後の取組方針

●斜面市街地再生事業については、住環境の改善や防災性の向上に繋がっているが、事業を進める中での事業用地の
確保に時間を要し、事業が長期化している。

1,102

966
981 992

1,009

800

1,000

1,200

基準年 R3 R4 R5 R6 R7
実績値

1102

966
981 992

1009

800

1000

1200

基準年 R3 R4 R5 R6 R7
実績値

1102

966
981 992

1009

800

1000

1200

基準年 R3 R4 R5 R6 R7実績値
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1

事業名
担当課

【補助】斜面市街地再生事業費　十善寺地区ほか７地区
【単独】道路新設改良事業費　車みち整備事業費

23.1%総事業進捗率

取組実績

(1)道路：①東長崎縦貫線　用地買収（1件）、移転補償（5件）、測量設計委託、下部工（A1)築造工事
　　　　　　（V＝213㎡）ほか
　　　　　 ②つつじが丘西線　用地買収（1件）、道路改良工事（L＝22.9ｍ）ほか
　　　　 　③古賀駅前線　地質調査及び測量委託

決算（見込）額 375,328,169 円

成果指標・
目標値の説明

　事業の進捗を客観的に判断できる数値として、総事業費に占
める事業費累計の割合を事業進捗率とし、成果指標とした。
　当該年度の予算を含めた事業進捗率を目標値とした。

事業目的
東長崎地区土地区画整理事業廃止区域（約400ha）において、都市計画道路や生活道路、公園等の都市
基盤施設を整備する。

事業概要

【事業期間】平成23年度～
【総事業量】(1)道路：東長崎縦貫線（L＝6,470ｍ）ほか
　　　　　　　 (2)公園：長崎街道中里ふれあい公園（A＝6,500㎡）ほか
【総事業費】9,000,000千円
【事業費累計】2,077,813千円

2

事業名
担当課

【補助】都市基盤施設整備事業費　東長崎地区
【単独】都市基盤施設整備事業費　東長崎地区

東長崎土地区画整理事務所

成果指標 事業進捗率（事業費ベース）

目標値 25.2%

達成率 91.7%

当該年度執行率 66.8%

都市計画課、
中央総合事務所地域整備１・２課

事業目的 生活道路の整備により、住環境の改善と防災・防火性の向上を図る。

事業概要

●斜面市街地再生事業
事業期間：平成7年度～令和11年度（予定）
生活道路総延長：L=3,773m（十善寺地区L=330m、江平地区L=387m、稲佐・朝日地区L=587m、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　北大浦地区L=380m、南大浦地区L=515m、水の浦地区L=459m、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩瀬道・立神地区L=400m、立山地区L=715m）
●車みち整備事業
事業期間：平成２５年度～令和１０年度

取組実績

●斜面市街地再生事業
【立山地区】　　R5年度は、用地交渉に努めた,かつ道路改良工事を実施した。
●車みち整備事業
R5年度は、戸町４１号線の整備を実施した。

決算（見込）額 118,978,100 円

斜面市街地の車道隣接棟数成果指標

施策を推進する主な事業

目標値

成果指標・
目標値の説明

　宅地が車道に隣接することで、生活の利便性や防災性が向上
すると考えられるため、事業区域内の車道近隣宅地の棟数を成
果指標とした。
　なお、事業による道路整備の完成状態を基に1,102棟を目標値
とした。

実績値

達成率

1,102棟

1,009棟

91.6%

【事業位置図】

【現況写真 立山地区】

【事業位置図】【事業位置図】
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